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京都市建築基準条例新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○京都市建築基準条例 ○京都市建築基準条例 

平成１３年４月５日 平成１３年４月５日 

条例第１号 条例第１号 

（略） （略） 

 改正 令和６年１２月１３日条例第２０号 

第１条～第７条 （略） 第１条～第７条 （略） 

（長屋の構造等） 

第８条 都市計画区域内にある長屋は、次の各号に定めるところによらなければな

らない。 

（長屋の構造等） 

第８条 都市計画区域内にある長屋は、次に定めるところによらなければならな

い。 

⑴ 各戸に便所及び炊事場を設けること。 ⑴ 各戸に便所及び炊事場を設けること。 

⑵ 各戸の主な出入口は、道路に面して設けること。ただし、次のいずれかに該

当する長屋については、この限りでない。 

ア ２戸建てで、主な出入口が敷地内の通路（幅員が２メートル以上のものに

限る。）に面するもの 

イ 耐火建築物又は準耐火建築物で、各戸の界壁（防火上支障がないものとし

て別に定める界壁を除く。）が耐火建築物にあっては耐火構造、準耐火建築

物にあっては準耐火構造であり、かつ、主な出入口が、両端が道路に通じる

敷地内の通路（幅員が３メートル以上のものに限る。）又は一端が道路に通

じる敷地内の通路（幅員が３メートル以上であり、かつ、長さが３５メート

ル以内であるものに限る。）に面するもの 

ウ 特別許可建築物であるもの 

⑵ 各戸の主な出入口は、道路に面して設けること。ただし、次のいずれかに該

当する長屋については、この限りでない。 

ア ２戸建てで、主な出入口が敷地内の通路（幅員が２メートル以上のものに

限る。）に面するもの 

イ 耐火建築物又は準耐火建築物で、各戸の界壁（防火上支障がないものとし

て別に定める界壁を除く。）が耐火建築物にあっては耐火構造、準耐火建築

物にあっては準耐火構造であり、かつ、主な出入口が、両端が道路に通じる

敷地内の通路（幅員が３メートル以上のものに限る。）又は一端が道路に通

じる敷地内の通路（幅員が３メートル以上であり、かつ、長さが３５メート

ル以内であるものに限る。）に面するもの 

ウ 特別許可建築物であるもの 
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⑶ 法第２３条に規定する木造建築物等である長屋（準耐火建築物であるものを

除く。）については、５戸建て以下であり、かつ、階数が２（別に定める基準

に適合するものにあっては、３）以下であるものとすること。  

⑶ 法第２３条に規定する木造建築物等である長屋（耐火建築物又は準耐火建築

物であるものを除く。）については、５戸建て以下であり、かつ、階数が２（別

に定める基準に適合するものにあっては、３）以下であるものとすること。 

⑷ 前号の長屋の側面には、隣地境界線との間に５０センチメートル以上の空地

を設けること。ただし、隣地境界線が、公園、広場その他これらに類する空地

に接するときは、この限りでない。 

⑷ 前号の長屋の側面には、隣地境界線との間に５０センチメートル以上の空地

を設けること。ただし、隣地境界線が、公園、広場その他これらに類する空地

に接するときは、この限りでない。 

  

第９条～第３４条 （略） 第９条～第３４条 （略） 

  

（直通階段の設置、廊下の幅及び戸の構造） 

第３５条 個室型店舗は、客の遊興の用に供する個室（以下「遊興個室」とい

う。）を有する階(避難階を除く。)に、当該階から避難階又は地上に通じる２

以上の直通階段（傾斜路を含む。以下この条において同じ。）を設けなければ

ならない。ただし、当該遊興個室を有する階が５階以下の階で次の各号のいず

れかに該当するときは、この限りでない。 

⑴ その階における遊興個室の床面積の合計が５０平方メートルを超えず、か

つ、その階に避難上有効なバルコニー、屋外通路その他これらに類するもの

及びその階から避難階又は地上に通じる直通階段で令第１２３条第２項又は

第３項の規定に適合するものが設けられているもの 

⑵ 避難階の直上階又は直下階で、その階における遊興個室の床面積の合計が

５０平方メートルを超えないもの 

（直通階段の設置、廊下の幅及び戸の構造） 

第３５条 個室型店舗は、客の遊興の用に供する個室（以下「遊興個室」とい

う。）を有する階(避難階を除く。)に、当該階から避難階又は地上に通じる２

以上の直通階段（傾斜路を含む。以下この条において同じ。）を設けなければ

ならない。ただし、当該遊興個室を有する階が５階以下の階で次の各号のいず

れかに該当するときは、この限りでない。 

⑴ その階における遊興個室の床面積の合計が５０平方メートルを超えず、か

つ、その階に避難上有効なバルコニー、屋外通路その他これらに類するもの

及びその階から避難階又は地上に通じる直通階段で令第１２３条第２項又は

第３項の規定に適合するものが設けられているもの 

⑵ 避難階の直上階又は直下階で、その階における遊興個室の床面積の合計が

５０平方メートルを超えないもの 

２ 主要構造部が準耐火構造であり、又は不燃材料で造られている建築物に対する

前項の規定の適用については、同項第１号及び第２号中「５０平方メートル」と

あるのは、「１００平方メートル」とする。 

２ 主要構造部が準耐火構造である建築物（特定主要構造部が耐火構造である建築

物を含む。）又は主要構造部が不燃材料で造られている建築物に対する前項の規

定の適用については、同項第１号及び第２号中「５０平方メートル」とあるのは、

「１００平方メートル」とする。 
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３ 個室型店舗の客用の廊下（令第１１９条の規定の適用を受けるものを除

く。）の幅は、それぞれ次の表に掲げる数値以上としなければならない。 

両側に居室がある廊下における場合 センチメートル 

１２０ 

その他の廊下における場合 ９０ 
 

３ 個室型店舗の客用の廊下（令第１１９条の規定の適用を受けるものを除く。）

の幅は、それぞれ次の表に掲げる数値以上としなければならない。 

両側に居室がある廊下における場合 センチメートル 

１２０ 

その他の廊下における場合 ９０ 
 

４ 個室型店舗の遊興個室の避難通路（客の避難経路となる廊下その他の通路をい

う。）に面して設ける戸(外開きのものに限る。)は、自動的に閉鎖する構造とし

なければならない。ただし、当該戸を開放した場合において、当該避難通路の有

効幅員が前項の廊下の幅以上であるときは、この限りでない。 

４ 個室型店舗の遊興個室の避難通路（客の避難経路となる廊下その他の通路をい

う。）に面して設ける戸(外開きのものに限る。)は、自動的に閉鎖する構造とし

なければならない。ただし、当該戸を開放した場合において、当該避難通路の有

効幅員が前項の廊下の幅以上であるときは、この限りでない。 

  

第３６条～第４３条の２ （略） 第３６条～第４３条の２ （略） 

  

（避難安全性能を有する建築物等の適用の除外） 

第４３条の３ 令第１２８条の６第１項の規定により区画避難安全検証法に基づ

き区画避難安全性能を有することが確認された区画部分又は国土交通大臣の認

定を受けた区画部分については、第３３条（第３６条において準用する場合を含

む。）の規定は、適用しない。 

（避難安全性能を有する建築物等の適用の除外） 

第４３条の３ 令第１２８条の７第１項の規定により区画避難安全検証法に基づ

き区画避難安全性能を有することが確認された区画部分又は国土交通大臣の認

定を受けた区画部分については、第３３条（第３６条において準用する場合を含

む。）の規定は、適用しない。 

２ 令第１２９条第１項の規定により階避難安全検証法に基づき階避難安全性能

を有することが確認された階又は国土交通大臣の認定を受けた階については、第

１１条第２項、第１８条（第３号を除く。）、第１９条（第２号及び第３号を除く。）、

第２０条（第３号を除く。）、第２１条（第１号及び第３号を除く。）、第３３条（第

３６条において準用する場合を含む。)並びに第３５条第３項及び第４項の規定

は、適用しない。 

２ 令第１２９条第１項の規定により階避難安全検証法に基づき階避難安全性能

を有することが確認された階又は国土交通大臣の認定を受けた階については、第

１１条第２項、第１８条（第３号を除く。）、第１９条（第２号及び第３号を除く。）、

第２０条（第３号を除く。）、第２１条（第１号及び第３号を除く。）、第３３条（第

３６条において準用する場合を含む。)並びに第３５条第３項及び第４項の規定

は、適用しない。 

３ 令第１２９条の２第１項の規定により全館避難安全検証法に基づき全館避難

安全性能を有することが確認された建築物又は国土交通大臣の認定を受けた建

築物については、第１１条第２項、第１８条（第３号を除く。）、第１９条（第２

３ 令第１２９条の２第１項の規定により全館避難安全検証法に基づき全館避難

安全性能を有することが確認された建築物又は国土交通大臣の認定を受けた建

築物については、第１１条第２項、第１８条（第３号を除く。）、第１９条（第２
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号及び第３号を除く。）、第２０条（第３号を除く。）、第２１条、第２２条第１項、

第２３条、第２４条第２項、 第３３条（第３６条において準用する場合を含む。）

並びに第３５条第３項及び第４項規定は、適用しない。 

号及び第３号を除く。）、第２０条（第３号を除く。）、第２１条、第２２条第１項、

第２３条、第２４条第２項、 第３３条（第３６条において準用する場合を含む。）

並びに第３５条第３項及び第４項規定は、適用しない。 

  

附 則 附 則 

（略） （略） 

 附 則（令和６年１２月１３日条例第２０号） 

 （施行期日） 

 １ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

 ２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

  

 


